








In this thesis, I intend to examine how freedom of speech has been legally protected in 
consideration of fundamental human rights, and how the double standards in the 
constitution have been formed. I would also like to refer to the fact that there exist legal 
limitations to freedom of speech in light of public welfare and national security. And I 
have reconsidered the right to access and the lay judge system in the context of the 
information technology society.
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第三の基準は、「明確かつ現在の危機（clear and present danger test）」の理論である。
成立要件は、①近い将来、実質的害悪を引き起こす蓋然性が明白であること、②実質的害悪
が重大であること、③当該規制手段が害悪を避けるのに必要不可欠であること、の３つである。
この基準がしばしば問題となるのは、国家の機密保持と報道の自由が対峙する場合である。
外務省秘密漏洩事件がこれに当たる。沖縄返還協定に関する極秘電文を、毎日新聞記者が外務
省女性事務官から入手し、社会党議員に流した事件である。一審は無罪、二審は「不法な手段
によるそそのかした（西山記者が女性事務官と肉体関係を持ち、そそのかしたこと）」罪に焦点
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を限定した上で有罪としたが、最高裁は、「国家機密の概念は必ずしも明確ではないが、通常、
軍事上または外交上の情報で、その公開が国家の安全を傷つけるものを言う」としている。そ
して西山記者に有罪の判決を下している。
この問題の根本には、「信用性の落差（credibility gap）」問題が存在している。国家が公表し
ている内容と、現実に著しい落差がある場合である。政府は「沖縄には核は持ち込まれていな
い」としながらも、実際には日米政府間の密約によって持ち込まれていた。最近、当時の佐藤
首相の密使として交渉に当たっていた若泉敬氏の自殺の概要と共に、当時の事実が明らかにな
って来ている。アメリカに比べて日本は歳月が経過しても、外交交渉の歴史的事実を明らかに
しない傾向がある。
第四の基準は、「より制限的でない他の選びうる手段（less restrictive alternative）」の基準
である。立法目的は正当でも、規制手段につき、立法目的を達成するためにより制限的でない
他の手段が存在する場合には、当該立法を違憲とする基準である。この基準の趣旨は、表現の
内容よりも、まず手段の規制が合憲か違憲かを審査することにある。他にもう少し制限の少な
い他の手段があるにも拘わらず、一律禁止としてしまうと、結局は表現の自由自体にも規制が
及んでしまうからである。この基準は民主主義の模索そのものなのである。
６　表現の自由と裁判員制度
賛否両論の裁判員制度も、ようやく軌道に乗って来たようである。刑事事件にのみに限定さ
れてはいるが、量刑部分にも入り、３人の職業裁判官と６人の裁判員が合議をすることは、国
民の司法参加をより身近にした一定の成果はあるだろう。従来の検察官の長時間に及ぶ事件の
事実概要と起訴理由の朗読に加えて、検察側の写真及び動画というメディア手段を駆使しての
手法には、注目するべき点がある。裁判員の視覚に訴えることで、事件の重大性を認識しても
らい、過去の判例による量刑相場を超えることに成功したことは評価に値する。特に女性に対
する暴行事件では、従来の２倍近くの量刑判断が下されている判決も少なからずある。
第一に考察するべきことは、マス・メディアによる報道が裁判員の心証形成に、どの程度事
前に影響を与えているかということである。例えば、薬物犯罪は日本社会全体が取り組まなけ
ればならない犯罪である。裁判員制度により国民全体の合意と共通理解を得ることは、有効な
手法である。今回の押尾学被告の事件を裁判員制度に適応したことは、検察庁の叡智であり、
良い意味での国策であろう。
第二に考察すべきことは、事前のマス・メディア報道が、裁判所で実際に行われる検察側と
弁護側の攻防に、どの程度関わって来るかということである。大量のマス・メディア報道は、
裁判員のみならず職業裁判官にも少なからず影響を与えているであろう。私見によれば、マ
ス・メディアによる影響は否めないものの、実際に被告を裁判所で見ることによって、裁判員
は公正な心証形成をしているように思われる。人間には、本能と五感による正しい判断能力が、
意外な程備わっているからである。
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報道の自由及び表現の自由と裁判員制度の相互問題は、歳月の経過と共に円熟した基準が形
成されるように考えられる。
終わりに
活字媒体が衰退の傾向をたどっているのに対し、インターネットや電波メディア、とりわけ
テレビの影響力はますます増大の傾向にある。地デジが本格的に始まり、多くの放送番組が誰
でも観ることができるようになってきている。
さて、この小論を締め括るに当たって、放送の自由について検証をしてみたい。放送の自由
とは、電波メディアによる報道の自由を意味し、本論の表現の自由にもちろん含まれる。しか
し電波メディアとりわけテレビは、多くの児童や青少年も何時でも観ることができる。公正な
成熟した判断能力が必ずしも形成されていない児童や青少年に、テレビという視覚媒体が与え
る影響は多大であろう。それ故、放送の自由の制約については、番組規制がある。この規制は、
表現の自由を奪うものではない。この規制となる番組基準とは、放送法により放送番組の編集
にあたって、従うべき４つの準則がある。
すなわち、①公安及び善良な風俗を害しないこと、②政治的に公平であること、③報道は真
実を曲げないですること、④意見が対立している問題については、多くの角度から論点を明ら
かにすること、である。
この放送法準則が厳格に遵守されているかと問われれば、答えは“NO”である。このこと
は、すべてのマス・メディアにも相当することである。しかし、「明白かつ現在の危機」が存在
していなければ、是認とすべきであろう。
日本国民は、この世界でも比類を見ない程進化した、また基本的人権を明確に擁護している
日本国憲法を享受している。東アジアの幾つかの国々、とりわけ中国や北朝鮮のような独裁的
非民主主義国家がこの21世紀に存在していること自体、恐るべき事実である。「表現の自由」
を享受できる我が国は、東アジアの先進国であることを、素直に喜んで受け止めたい。
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